返還金計算書　作成要領

１　概要
・　この様式は「返還金・提出書類確認フローチャート」において、返還金の有無の欄において、「返還金がある」と判定された場合に限り、提出が必要です。
　・　返還金がある場合は、以下の計算方法に沿って、返還金の算定を行ってください。


２　計算方法
（１）以下①～③のケースに応じて、いずれかの計算方法を選択してください。

①　課税売上割合（※）が９５％以上の場合（※【参考】別添Ｑ＆Ａ「Ｑ１０」「Ｑ１１」）
【計算方法】補助金額×１０／１１０＝返還金（円未満切捨て）

②　個別対応方式（※）を採用している場合（※【参考】別添Ｑ＆Ａ「Ｑ９」）
　　 【計算方法】ＡとＢの合計額が返還金となる。
　　　Ａ　課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金に係る返還金
　　　　　補助金額×１０／１１０＝返還金（円未満切り捨て）
　　　Ｂ　課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金に係る返還金
　　　　　補助金額×１０／１１０×課税売上割合＝返還金（円未満切り捨て）
　　Ⅽ　返還金
　　　　Ａ＋Ｂ＝返還金

③　一括比例配分方式（※）を採用している場合（※【参考】別添Ｑ＆Ａ「Ｑ１２」）
【計算方法】補助金額×１０／１１０×課税売上割合＝返還金（円未満切捨て）
※　課税売上割合は端数処理を行わずに計算する（ただし、消費税の申告において、課税売上割合を端数処理した場合には、その割合を用います。）。

（２）上記２（１）で選択した計算方法により、返還金の計算を行ってください。
また、返還金の計算の過程を別添の「返還金計算書」に記入してください。
　

（別添）返還金計算書

１　法人名　
　　
２　代表者職・氏名
　　
３　法人の所在地
　　
４　補助事業名
[bookmark: _GoBack]令和２年度東京都障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業補助金

５　補助金確定額（※別記第５号様式の「３補助金確定額」と同額）
　　　　　　　円

６　返還金の計算
（１）計算方法（※作成要領２（１）の①～③から選択した計算方法を記入）
　　　
　
（２）計算過程（※上記（１）で選択した計算方法により計算）
　　　


















【記載例】返還金があり、個別対応方式を採用しているケース

（別添）返還金計算書

１　法人名　
　　社会福祉法人あいうえお

２　代表者職・氏名
　　東京　太郎

３　法人の所在地
　　〒163-8001　東京都新宿区西新宿２－８－１

４　補助事業名
令和２年度東京都障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業補助金

５　補助金確定額（※別記第５号様式の「３補助金確定額」と同額）
　　4,000,000円

６　返還金の計算
（１）計算方法（※作成要領２（１）の①～③から選択した計算方法を記入）
　　　②個別対応方式を採用している場合
　
（２）計算過程（※上記（１）で選択した計算方法により計算）
　　 A課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金の返還金
　　 　2,000,000円×10/110＝181,818円…A
　　 B課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金の返還金
　　   2,000,000円×10/110×0.3＝54,545円…B
　　 C返還金合計
　　　 A＋B＝236,363円

以下のようなケースの場合、上記のような計算を行うことになります。

①課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金
　2,000,000円
②課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金
　2,000,000円
③課税売上割合
30％
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